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2　Bは、平成 22年 11月 11日に開催されたY会社の臨時株主総会（以下「本件
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対し、会社法 831条 1項 1号に基づき、本件各決議の取消しを請求する訴えを提
起した。
第一審（横浜地川崎支判平成 24年 6月 22日民集 69巻 1号 38頁）は原告Xの




































































法律のひろば 68巻 9号 53頁（2015年）、藤原俊雄「判批」金融・商事判例 1480号 14頁
（2015年）、鳥山恭一「判批」私法判例リマークス 52（2016〈上〉）98頁（2016年）、岩淵
重広「判批」同志社法学 67巻 7号 105頁（2016年）、原弘明「判批」近畿大学法学 63巻
2号 33頁（2016年）、吉川信將「権利行使者の通知がない準共有株式にかかる議決権行使















































































いる(9)。そのため、以下の第 2説、第 3説のように、会社法 106条ただし書を文
言解釈せずに、限定的に解釈する見解が有力に主張されている。





















































(12)吉川信將「原審判批」法学研究 87巻 4号 38頁（2014年）、林孝宗「原審判批」早稲田
法学 89巻 4号 191頁（2014年）。
(13)加藤貴仁「原審判批」平成 25年度重要判例解説（別冊ジュリスト 1466号 108頁）（2014
年）。
(14)加藤・前掲注 (13)107頁、来住野究「原審判批」明治学院大学法学研究 97号 110頁（2014
年）。
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る見解や(20)、平成 11年最判の示した判例法理を民法の規律や最判平成 9年 1月






























































(25)松嶋隆弘「判批」税務事例 47巻 1号 56頁（2015年）。
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(38)青竹・前掲注 (1)27頁、川島・前掲注 (1)38頁、林・前掲注 (1)142頁、松元・前掲注 (1)
92頁。
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使」同 375頁、前嶋京子「判批」甲南法学 56巻 3・4号 217頁（2016年）に接し
た。これらについては、本文中に参照することができなかった。
（愛媛大学法文学部講師）
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